〔要　求〕
	10.現業・公企・公共交通職場の労働条件等

⑴　直営の維持と職員の採用について
①　自治体責任による質の高い公共サービスを実施するため、現業・公企・公共交通職場をはじめとした直営で行っている住民サービスについては、地域住民にとって安全・安心に遂行するために引き続き直営で行うこと。


〔解　説〕
⑴　公共サービス基本法

給食、学校用務、清掃事業など現業・公企・公共交通職場は、住民に一番近い自治体の行政サービスとして、地域の生活を守る、行政責任として実施されています。

公共サービス基本法第３条において基本理念に示されている内容や、同法第５条で「地方公共団体の責務」として明確に示されている内容を踏まえると、地域公共サービスとは、安全かつ良質な公共サービスが、確実、効率的かつ適正なものであることはもとより、多様化する国民の需要に的確に対応するものでなければなりません。さらには、「地方公共団体の実情に応じた施策を策定し、及び実施するとともに、地方公共団体に係る公共サービスを実施する責務を有する」とされていることから、これらの考え方に基づき、どのように質の高い地域公共サービスを確立するのか当局の考え方を追求するとともに、質の高い公共サービスを実施するため、業務量に応じた人員の確保が必要です。
	公共サービス基本法

（基本理念）

第三条　公共サービスの実施並びに公共サービスに関する施策の策定及び実施（以下「公共サービスの実施等」という。）は、次に掲げる事項が公共サービスに関する国民の権利であることが尊重され、国民が健全な生活環境の中で日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるようにすることを基本として、行われなければならない。

一　安全かつ良質な公共サービスが、確実、効率的かつ適正に実施されること。

二　社会経済情勢の変化に伴い多様化する国民の需要に的確に対応するものであること。

三　公共サービスについて国民の自主的かつ合理的な選択の機会が確保されること。

四　公共サービスに関する必要な情報及び学習の機会が国民に提供されるとともに、国民の意見が公共サービスの実施等に反映されること。

五　公共サービスの実施により苦情又は紛争が生じた場合には、適切かつ迅速に処理され、又は解決されること。

（地方公共団体の責務）

第五条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、公共サービスの実施等に関し、国との適切な役割分担を踏まえつつ、その地方公共団体の実情に応じた施策を策定し、及び実施するとともに、地方公共団体に係る公共サービスを実施する責務を有する。


⑵　個人情報の保護や守秘義務の確保
現在、給食職場では、多くの児童・生徒に対しアレルギー対応を行っています。こうした児童・生徒のアレルギーの情報は決して漏洩してはならない個人情報です。また、清掃職場ではごみ排出が困難な地域住民に対する戸別収集（ふれあい収集など）など個人情報などを扱う業務もあります。また、学校用務員においても、児童・生徒と日々接することで、氏名など個人情報を知りつつ業務を行っていることを考えれば、個人情報を扱っていると言えます。
直営職員は、正規・非正規職員ともに地方公務員法第34条において職務上知り得た秘密はその職を退いた後も明かしてはならず、労働者個人に対しても責任が課せられています。一方、民間においては、仕様書等で一定の縛りはかけられているものの、労働者に対して情報漏洩を規制する法律はありません。さらに言えば、民間の職場では非正規による運用も多く、離職率が非常に高いなか、離職者に対する情報管理が徹底されていないのが現実です。
民間委託を実施している業務、あるいは、実施を予定している業務における個人情報の保護や守秘義務の確保について自治体当局の認識を質していく必要があるとともに、個人情報を扱う業務については基本的に直営で行うことを確認していく必要があります。
	地方公務員法

（秘密を守る義務）

第三十四条　職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、同様とする。


〔要　求〕
	10－⑴　直営の維持と職員の採用について
②　技術継承や職場の年齢構成などを考慮し、計画的な現業・公企・公共交通職員の新規採用を行うこと。また、新規採用ができない場合はその理由を明らかにすること。


〔解　説〕

⑴　自治体判断による計画的な新規採用

①　総務省は、地方公共団体における職員の採用については、地域の実情や行政需要の変化等を踏まえ、各地方公共団体において判断されるものであるとしていることから、総務省から採用抑制を強要する指導・助言は存在しないことを自治体当局に認識させなければならなりません。
②　社会情勢の変化（少子高齢化・人口減少社会など）や地域実情に応じた地域公共サービスの確立、災害への対応、深刻化する感染症対策など緊急時における安心で安全な公共サービスを安定的に提供できる体制の構築などに対応し、それらを安定的に提供していくためには、現場を理解している直営職員とその技術継承が必要です。富良野市では全面委託されていた道路維持職場の除雪業務において、公共サービスの強化と技術継承のため、再度、直営の職員が一部配置されました。

また、今後は労働人口減少から、特に現業職場においては委託労働者の確保はもとより、直営職員であっても職員の確保が難しくなってくることが予想されます。すでに、道内の町村自治体では非現業職員ですら確保が難しくなっており、特に技能職においては顕著となっています。これらを踏まえ、退職者の補充、さらなる拡充を含め現業・公企・公共交通職員の新規採用を求めていきます。

	【参考１】 現業評議会が行った総務省に対する要請行動の内容（2020年４月17日）
●　要請内容

地域実情に応じた行政サービスを提供するために欠かせない現業職場の新規採用については、自治体の判断を尊重すること。
●　総務省の回答

地方公共団体における職員の採用については、地域の実情や行政需要の変化等を踏まえ、各地方公共団体において判断されるものであり、引き続き、地方公共団体においては、効率的で質の高い行政を実現するため、適切な人事管理に取り組むことが重要と考えている。

●　回答を受けて自治労の意見

昨年度の要請において、総務省として人員削減の意図はないことを確認しているが、採用については、各自治体が判断することであり、総務省として現業職削減の意図はないということでよいか。

●　総務省の再回答

現業職員を削減しろという表現は使っていない。適正配置を求めており、適正な定員管理をお願いしている。


⑵　公営企業の人員・人材の確保
公企職場においては、公営企業年鑑の統計にみられるように、年々職員数が減っており、技術継承に影響が出ているとの危機感が示されています。また、高度経済成長期に建設した施設の更新・再構築を行っていくためには、これからも持続的に優秀な人材と技術力を確保していくことが求められますが、近年は公企職場での職員採用ではなく自治体全体での職員採用となっており、事業に精通していない事業管理者のもとで適切な人員確保と人材育成はおざなりになっている実態があります。また、業務委託や事業の統合（広域化）などによる職員数の減少は、事業に精通した職員を減らし、事業のマネジメントのできる人材育成を一層、困難としています。住民の生活に必須なライフラインとして、全国どこであっても安全で安定的なサービスを提供することは公営企業としての責務であり、公共の福祉の追求のための事業管理を担う人員の確保および人材の育成を強く求めていきます。
	

	【参考３】 「水道の基盤を強化するための基本的な方針」抜粋（厚生労働省2019年９月30日）
第４　水道事業等の運営に必要な人材の確保及び育成に関する事項

　水道事業等の運営に当たっては、経営に関する知識や技術力等を有する人材の確保及び育成が不可欠である。しかしながら、水道事業者等における組織人員の削減等により、事業を担う職員数は大幅に減少するとともに、職員の高齢化も進み、技術の維持及び継承並びに危機管理体制の確保が課題となっている。水道事業等を経営する都道府県や市町村においては、長期的な視野に立って、自ら人材の確保及び育成ができる組織となることが重要である。さらに、水道事業者等の自らの人材のみならず、民間事業者における人材も含めて、事業を担う人材の専門性の維持及び向上という観点も重要である。このため、水道事業者等においては、以下に掲げる取組を推進することが重要である。

⑴　水道事業等の運営に必要な人材を自ら確保すること。単独での人材の確保が難しい場合等には、他の水道事業者等との人材の共用化等を可能とする広域連携や、経営に関する知識や技術力を有する人材の確保を可能とする官民連携（官民間における人事交流を含む。）を活用すること。

⑵　各種研修等を通じて、水道事業等の運営に必要な人材を育成すること。その際、専門性を有する人材の育成には一定の期間が必要であることを踏まえ、適切かつ計画的な人員配置を行うこと。さらに、必要に応じて、水道関係団体や教育訓練機関において実施する水道事業者等における人材の育成に対する技術的な支援を活用すること。国は、こうした水道事業等の運営に必要な人材の確保及び育成に関する取組に対して、引き続き、必要な技術的及び財政的な援助を行うことが重要である。都道府県は、その区域内における中核となる水道事業者等や民間事業者、水道関係団体等と連携しつつ、その区域内の水道事業者等の人材の育成に向けた取組を行うほか、必要に応じ人事交流や派遣なども活用して人材の確保に向けた取組も行うことが重要である。

	


〔要　求〕
	10－⑵　委託されている業務の行政責任による管理について
①　公共サービスの水準の維持・向上をはかるため、業務委託後のサービス水準などの検証を行うとともに、労使によるチェック体制を確立すること。


〔解　説〕

⑴　適切な評価・管理
これまで国・総務省の圧力や自治体の財政難を理由に現業職場において、民間委託化が推し進められていますが、一部の自治体を除き、ほぼすべての自治体で委託後のサービス水準やコスト比較などの検証は行われていない実態があります。
2020年６月、八潮市立の小中学校で提供された学校給食（海藻サラダ）を起因とした集団食中毒が発生し児童・生徒など3,000人を超える被害者が発生してしまいました。八潮市では、1979年の給食開始以来、大量調理を短時間に提供できる業者は他にいないことを理由に民間の業者に調理を全面委託しており、契約更新を続けてきました。この事故を重く受け止めた八潮市教育委員会は、有識者や公募による市民で構成された「市学校給食審議会」を立ち上げ、安全な学校給食の在り方について検討を行いました。この審議会では、「安全管理が委託業者に丸投げされていたのではないか」との意見が相次いで出され、「現在の民間への全面委託方式から公設公営若しくは公設民営（調理のみ委託）による方式へ移行すること」など、行政として適切な評価・管理を求める答申が出されています。こうしたことを踏まえ、現在、業務委託で行われている地域公共サービスの水準を検証することは委託に出している自治体の最低限の責任であることを当局に認識させるとともに、業務委託後の最終責任は自治体にあることを踏まえ、労使によるチェック体制を確立することを強く求める必要があります。
	【参考１】 「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項」抜粋 2015年８月28日　総務省
●　委託の実施にあたっては、対象事業、選定基準、契約条項などの透明性を確保するとともに、個人情報の保護や守秘義務の確保に十分留意し、必要な措置を講じること。

●　委託した事務・事業についての行政としての責任を果たし得るよう、適切に評価・管理を行うことができるような措置を講じること。


	

	【参考２】 八潮市学校給食審議会が八潮市教育委員会に発出した答申と根拠（2020年11月４日）
答申

令和２年６月26日（金）発生しました食中毒により、実に3,453名の児童生徒及び教職員が健康被害を受けました。この事故を受け、15名の審議員からなる学校給食審議会（以下、審議会）が設置されました。

８月28日（金）に第１回審議会が開催され、八潮市教育委員会より「今後の学校給食のあり方について」諮問を受けました。以来、「次代を担う子ども達」のために、安全安心な学校給食のあり方について積極的な審議を重ねてまいりました。その結果につきまして、審議会として次の通り答申いたします。
１. 教育委員会は学校給食法に則った学校給食を実施すること。

２. 学校給食法第８条２項に基づき、教育委員会は学校給食実施基準に則った学校給食を児童生徒たちに提供すること。

３. 学校給食法第９条２項に基づき、教育委員会は学校給食衛生管理基準に則った学校給食を児童生徒たちに提供すること。

４. １の責務を果たし、かつ２及び３を実施するために、教育委員会は、学校給食運営委員会、献立作成委員会、物資選定委員会、共同調理運営委員会（共同調理方式を採用する場合）、衛生管理委員会、アレルギー対応委員会を設置すること。

また学校給食衛生管理基準に則り、各委員会は教育委員会以外の者の意見を尊重しなければならない。各委員会が適切に機能するために、各委員会の人員は教育委員会以外の人員で構成されること。

５. 現在の八潮市には、全面委託を実施しているために、学校給食法に則り学校給食の衛生管理と食育を推進できる適切な人材が配置されていない。東部給食センターとの全面委託による学校給食の提供を行っていますが故に、栄養教諭および学校栄養職員が配置される条件を満たせず、八潮市の栄養教諭および学校栄養職員が０名である状況が要因となっている。

そのため、市内15校分の食育と衛生管理が十分に行える程度の栄養教諭と学校栄養職員を配置できる体制を構築すること。

６. ５を実施するために、八潮市は現在の民間への全面委託方式から公設公営若しくは公設民営（調理のみ委託）による方式へ移行すること。具体的には、公設の給食共同調理場及び単独校調理室を設置し、学校給食衛生管理基準を遵守した運営を行うこと。また、市内15校分の食育と衛生管理が十分に行える程度の栄養教諭と学校栄養職員を配置するため、および大規模集団食中毒のリスクを分散させるため、市内に複数の共同調理場を設置するものとし、単独校方式及び親子方式での運用が合理的な学校については単独校方式及び親子方式を採用するものとする。

７. 2020年10月27日、教育委員会は東部給食センターによる学校給食を、改善策を講じながら2020年11月10日に再開すると発表した。現時点で学校給食衛生管理基準に則った運用が実現できているとは言えず、いくつかの問題を抱えていることが明らかとなっている。これらの問題を解決していくという教育委員会からの約束が学校給食衛生管理基準に沿って確実に果たされるために、教育委員会は、教育委員会および東部給食センターの取り組みをチェックし、指導・助言できる第三者委員会を設置すること。メンバーは、検討委員会委員、学校給食を熟知した専門家、教員、保護者、有識者とすること。

８. 栄養士等の学校衛生管理等の知識を有する専門家の確保を検討する。

	

	


	

	【根拠】

１. 法の目的は「児童及び生徒の心身の健全な発達に資するもの」、「食育の推進を図ること」である。八潮市においては、全面委託を実施していることで、食育や学校給食の栄養管理、衛生管理を担う「栄養教諭・学校栄養職員」の配置が出来ていない。（法律は公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律第８条の２）。（第２条の目標の達成、第７条の学校給食栄養管理者の役割及び第９条衛生管理、第10条「学校給食を活用した食に関する指導」）そのため、学校給食法が求めている役割を果たしていない。また、八潮市の教育委員会は法が求める設置者の責任を果たしていないことから、今回の事故を招き、「児童生徒の心身の健康」を害した責任は重大である。

２. 学校給食法第２条では学校給食の目標について、「適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること」、「日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活を営むことができる判断力を培い、及び望ましい食習慣を養うこと」としている。目標達成には栄養管理が重要であり、学校給食の栄養管理は学校給食実施基準（学校給食法第８条）に基づいて行われなければならない。

３. 学校給食の衛生管理は、学校給食衛生管理基準（学校給食法第９条）に基づいて行われており、学校給食を実施する義務教育諸学校の設置者が基準に照らして適切な衛生管理に努めることとされている。

４. 設置者（教育委員会）が、献立作成委員会や物資選定委員会等を設け、栄養教諭等、保護者その他関係者の意見を尊重することは、学校給食衛生管理基準に明記されている。

●　衛生管理委員会は学校給食衛生管理基準に明記されている。

●　共同調理場設置条例の「運営委員会の設置」に基づく献立の検討、物資検討委員会、運営全て行う。

●　アレルギーに関しては個別指導委員会で文科省のアレルギー対応指針に示されている。

５. 学校給食法第10条に基づき、栄養教諭は、学校における食育の実践的な指導を行い、学習指導要領に則り、食育を促進させるものとされている。平成29・30年改訂新学習指導要領の中で、「教育課程編成の一般方針」の「学校における体育・健康に関する指導」において、心身の健康の保持増進に関する指導に加え、学校における食育の推進、安全に関する指導が明記されている。

６. 学校給食法の目的に基づき、決して学校給食衛生管理基準を逸脱した運用とならないよう、児童生徒にとって最善の方法を検討すべき。５の内容と重複するが、全面委託方式を続けている限り、八潮市に栄養教諭および学校栄養職員は配置されない。八潮市の学校給食の衛生管理と食育を推進していくためには栄養教諭および学校栄養職員の存在が不可欠である。私たちは栄養教諭および学校栄養職員が配置される環境を構築するために、民間への全面委託方式から公設公営若しくは公設民営（調理のみ委託）による方式へ移行すべきと考えている。

７. 学校給食法第９条２項に基づき、学校設置者は学校給食衛生管理基準に則った運用に努めなければならない。

	


〔要　求〕
	10－⑵　委託されている業務の行政責任による管理について
②　委託契約における適正な賃金確保のために総合評価方式・最低制限価格制度などの入札改革を行うとともに公契約条例を制定することをはじめ、委託先労働者の入札・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保を義務付けるなどの労働者保護対策を実施すること。


〔解　説〕

⑴　委託先の労働者の賃金・労働条件改善
自治体はこの間、国の政策転換に応じて政策を展開してきた結果、地域経済の停滞は続き、自治体の財政は疲弊をし、これを乗り切るために「人件費の抑制」・「公共投資の抑制」・「業務の委託化・民間化の拡大」という行政改革を続けてきました。現在も多くの自治体でこの基本的考え方は変わっていません。委託された職場においては、財政状況が厳しいことを理由に大変厳しい賃金・労働条件におかれている労働者も少なくありません。こうした状況のもとで、公契約条例や公共サービス基本条例の制定が求められていますが、公契約条例がめざすものは、「公正競争」「公正労働」の実現であり、「公正競争」「公正労働」の実現は、自治体が発注する仕事に従事する労働者の生活の安定に寄与するものであると同時に、地域の事業者にとっては経営の安定などのメリットがあります。さらに自治体にとっては「安かろう・悪かろう」の公共サービスにならないよう、公共サービスの質や安全を確保するという観点や税収の確保といった観点からもメリットがあることを自治体当局に認識させる必要があります。
さらに言えば、自治体政策の基本は、持続可能な地域社会をつくることです。このことを実現させる際に重視されなければならないことは、福祉や医療を軸とした安心・安全な公共サービスの確立や地域経済を支える労働・雇用が必要不可欠であるとともに、労働の基本には国連やＩＬＯが提唱する「人間らしい労働（ディーセント・ワーク）」を現実のものとすることです。公契約条例の制定はこうした取り組みの第１歩となるものであることを自治体当局に強く訴え、公契約条例の制定を通じてそこで働く労働者の公正労働を実現することを求めていかなければなりません。

また、地域社会における教育、福祉、環境整備、まちづくりなどすべての公共サービスが、必要な時、必要な人に確実に行き届くよう基盤を整備し、公共サービスの質を向上させることで、豊かな地域社会づくりを実現させるという観点から公共サービス基本条例の制定についても取り組みを強化させる必要があります。
	

	公契約条例

　　政府は、国や自治体が提供している公共サービスに対し、「公共サービスの産業化」と繰り返し、民間委託や民営化を強行しています。しかし、市場万能主義によって公共サービスを民営化した国外の例を見れば、市場主義的改革は公共サービスの質の劣化、強いては崩壊をもたらし、同時に低賃金労働者を生み出すだけの結果となることは明らかです。公共サービスを単なる競争主義に任せるのではなく、公共サービスの質を高めるために労働者の賃金・労働条件を改善するために、自治体ごとの「公契約条例」の制定が求められます。

	


〔要　求〕
	10－⑵　委託されている業務の行政責任による管理について
③　委託契約内容が法律に違反（偽装請負・派遣法違反）している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、すみやかに是正のための具体的措置をはかること（安全配慮義務違反や、清掃パッカー車における作業員のステップ乗車などの道路交通法違反など）


〔解　説〕

⑴　派遣法違反・偽装請負の問題
特に学校用務員職場では、業務を丸ごと委託した場合やシルバー人材センターへの包括委託を行っている状況で、学校の職員や教職員が委託労働者に直接指示をしてしまうと、指揮・命令系統など法律違反（派遣法違反・偽装請負）の恐れがあり特段の注意が必要です。
これまで自治労本部では､厚生労働省に対して、特に学校用務業務の丸ごと委託の実態は、法違反行為であることを申し入れ、同省はこれを認め、個別の是正指導を実施してきた経緯があります。
また、内閣府公共サービス改革推進室では、2012年１月「地方公共団体の適正な請負（委託）事業推進のための手引き」を公表し、適正な委託業務を促すとしており、現場における点検と調査の取り組みを強める必要があります。
[image: image1.emf]また、このようなことからも学校用務員については民間委託にそぐわず、直営で行うべき職場と言えます。

〔要　求〕
	10－⑶　賃金・労働条件の改善について
①　地方公営企業労働関係法第７条において、技能労務職員の賃金は労使交渉で決定することとされていること、さらには、地方公営企業法第38条第２項において、技能労務職員の賃金はその職務に必要とされる技能、職務遂行の困難度等、職務の内容と責任に応ずるものであることとされていることを踏まえ、現業と非現業（一般職）との職種の困難度に違いは無いことから、行政職(一)表による運用とすること。


〔解　説〕
⑴　国家公務員の技能労務職員との比較

①　これまで道本部は、現業労働者の適用給料表を一般行政職員と同様に行政職給料表(一)表の適用を
求めてきました。しかし、一部では国家公務員の技能労務職員との均衡を理由に行政職給料表(二)表を適用している自治体が存在しています。
こうした背景には、地方公営企業法第38条第３項において「企業職員の給与は生計費、同一または類似の職種の国及び地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与、当該地方公営企業の経営の状況その他の事情を考慮して定めなければならない」と定められていることによるものだと思われます。しかし、国家公務員と地方公務員では、業務内容や担っている役割に大きな違いがあることから、単純な比較は適当でないことを明確にする必要があります。また、法律で給与の均衡を求めているのは、同一または類似の職種に限定されている点であることを踏まえ、国家公務員と同一または類似の職種以外の技能労務職員を一括りにして均衡を求めることは法律の趣旨ではないことを労使で確認することが重要です。
②　行(二)賃金の導入を行っている自治体において、最高到達級が３級あるいは、４級にとどまっている自治体が見受けられます。国家公務員の行(二)表については５級制となっており、例えば自動車運転手の職務表では１級は「自動車運転手の職務」、２級では「相当の技能又は経験を必要とする業務を行う自動車運転手の職務」、３級では「数名の自動車運転手を直接、指揮監督する車庫長又は高度の技能もしくは経験を必要とする業務を行う自動車運転手の職務、４級では「多数の自動車運転手を直接、指揮監督する車庫長の職務、５級では「極めて多数の自動車運転手を直接、指揮監督する車庫長の職務」となっていいます。こうしたことを参考に、行(二)５級到達にむけた運用改を善求めていくことも極めて重要です。

⑵　民間従事者との比較

民間従事者との給与比較について総務省は、「賃金センサスは年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない」としています。具体的には、民間従事者の平均賃金を算出する際は、正規・非正規といった雇用形態はもとより、年齢・経験年数などについてもすべての労働者の平均賃金で算出します。一方、公務員の平均賃金については、すべて正規職員の賃金で算出されることに加え、総務省が公表している「地方公務員給与実態調査」によると、技能労務職員の平均年齢は50.8歳であること、経験年数についても多くの職員がベテランの域にあることから、民間従事者と比較して必然的に賃金が高く見える構図となっています。また、そもそもの民間の現状の低賃金が妥当なものかという議論も必要です。
業務内容についても大きな格差があり、公務員においては、地域の実情や行政需要等の変化を踏まえ、住民の要望を的確に把握し、現場の知恵や経験を活かし、政策に反映するといった業務を行っていることを自治体当局に認識させる必要があります。
⑶　非現業職員との比較

地方公営企業法第38条第２項には「企業職員の給与は、その職務に必要とされる技能・職務遂行の困難度等、職務の内容と責任に応ずるものでありかつ、職員の発揮した能率が充分に考慮されるものでなくてはならない」とあります。現業職員は、給食におけるアレルギー対応や学校の環境整備といった子どもの命にかかわる業務や地球温暖化対策にむけた分別の推進、超高齢化社会にむけた環境政策などを業務で行っています。こうしたことを踏まえれば、技能・職務遂行の困難度、職務の内容・責任など非現業職員との差は見受けられません。そのようなことから、現業職員と非現業職員との賃金格差をつけてはならないことを労使で確認する必要があります。
	

	【参考１】 現業評議会が行った総務省に対する要請行動の内容（2020年４月17日）
●　要請内容

現業職員の賃金・労働条件は労使による交渉と合意により決定されるものであることから、各自治体が労使合意によって決定した事項を尊重することはもとより、各自治体に対し賃金抑制につながるような助言は慎むこと。
また、賃金構造基本統計調査（賃金センサス）による民間労働者と自治体現業職員の賃金水準比較は、職責や仕事内容など比較条件が大きく異なることから適当ではない。今後、各自治体に対し賃金センサスの活用を促す助言は行わないこと。

さらに、自治体現業職場における再任用制度について、2018年に自治労現業評議会が行った調査によると、条例化は行ったものの、運用ができていない自治体が132自治体（回答した自治体の19％）存在することが明らかになった。改めて各自治体の運用状況を詳細に把握するとともに、適切な運用に努めること。
●　総務省の回答

技能労務職員等の給与については、（ご承知のとおり）、労使交渉を経て労働協約を締結することができるものであるが、職務の内容や性格を踏まえつつ、同一又は類似の職種の国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与等を考慮することが求められているもの。

このため、総務省としても、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではないが、「給与情報等公表システム」において、賃金センサスを用いた民間給与との比較をお願いしているところである。

技能労務職員等の給与は、民間給与に比べ高額となっているのではないかとの厳しい批判があるところであり、引き続き、各地方公共団体においては、給与に関する情報の開示等を進めながら、住民の理解と納得が得られる適正な給与としていただくことが重要と考えている。

また、地方公務員の再任用制度については、平成25年３月の総務副大臣通知において、定年退職者が再任用を希望する場合、任命権者は、公的年金の支給開始まで、常時勤務を要する職（フルタイム職）に当該職員を再任用することを基本とすること、意欲と能力のある人材を再任用によって幅広い職域で最大限活用できるよう努めることなど、その実情に応じて必要な措置を講ずることを地方公共団体に要請したところ。さらに、各種会議の場や専門家による講演等を通じ、各団体における再任用制度の適切な活用の取組を推進してきたこところであり、引き続き、必要な対応を行ってまいりたい。

●　回答を受けて自治労の意見

給与については各自治体の交渉事項との回答であったが、実際には国や県からの指導があると認識している自治体が多い。助言ということであるが、自治体は指導と受け取るのが実態だ。労使交渉に基づき協約締結する上で、職務の内容や性格、更にはその責任を踏まえ労使交渉を行っている。技能労務職員の賃金は、地方公営企業法第38条で職務の内容や責任、職務遂行の困難度を勘案して決定することとなっている。新型コロナウイルス感染症対応でも住民生活・社会インフラを守るため感染リスクを負いながら職務遂行している。これらを踏まえれば責任の重さ、職務遂行の困難度は非現業職と同じであり、非現業職員との賃金格差などあってはならないと考えている。

また、自治体現業職員は住民の要望を反映することを考えながら業務を行っている。さらに、例えば清掃職員は収集業務を行いながら、横ばいとなっている循環型社会の形成を進めるためどうすればよいか、現場の知恵・工夫・経験を集めながら政策提言を考えている。賃金センサスを用いた民間との安易な比較は適当でないと考えるがいかがか。

再任用制度の実態は、現業職場は短時間を基本とするというところが多く、また運用すら行われていないところが見受けられるのが実態だ。さらに現業職は再任用の賃金水準が非現業職に比べても非常に低位に置かれている。また、行っている業務は定年前となんら変わらないのが実態だ。

●　総務省の再回答

総務省として給与について指導することはなく、住民の理解と納得が得られることが最も重要だと認識している。

また、再任用制度については、調査を毎年行っており、その中で運用が行われていない理由を確認するなど検討したい。

	


	

	【参考２】 地方公営企業の労働関係に関する法律 第７条
第十三条第二項に規定するもののほか、職員に関する次に掲げる事項は、団体交渉の対象とし、これに関し労働協約を締結することができる。ただし、地方公営企業等の管理及び運営に関する事項は、団体交渉の対象とすることができない。

１. 賃金その他の給与、労働時間、休憩、休日及び休暇に関する事項

２. 昇職、降職、転職、免職、休職、先任権及び懲戒の基準に関する事項

３. 労働に関する安全、衛生及び災害補償に関する事項

４. 前三号に掲げるもののほか、労働条件に関する事項

	


	

	【参考３】 地方公営企業法第38条
１. 企業職員の給与は、給料及び手当とする。

２. 企業職員の給与は、その職務に必要とされる技能、職務遂行の困難度等職務の内容と責任に応ずるものであり、かつ、職員の発揮した能率が充分に考慮されるものでなければならない

３. 企業職員の給与は、生計費、同一又は類似の職種の国及び地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与、当該地方公営企業の経営の状況その他の事情を考慮して定めなければならない。

４. 企業職員の給与の種類及び基準は、条例で定める

	


〔要　求〕
	10－⑶　賃金・労働条件の改善について
②　中途採用者については、学卒直採用の職員と同様になるよう、前歴加算の方法を改善すること。また同時に在職者調整を行うこと。


〔解　説〕

⑴　到達級の制限や初任給格付けなどでの差別の撤廃
現業職員を行(一)表で運用していても、到達級の制限や初任給格付けなどでの差別により、非現業職員との間に賃金格差が生じている自治体もあります。
特に現業職場に多い中途採用職員は、極めて低い初任給から始まり、到達級も低位級にとどまるため勤続年数が増えても在職する同一年齢職員との賃金格差が改善されない実態に置かれています。

現業・非現業の差別賃金表である行(二)表の撤廃はもちろん、行(一)表の自治体における現業職員の賃金差別を克服していくため、①初任給基準の改善、②年齢別最低保証賃金制度の確立、③それらの改善内容に基づく全職員を対象とする在職者調整の実施を基本要求とし、現業差別賃金を打破していくことが必要です。
〔要　求〕
	10－⑷　高齢職員の待遇改善と働き続けられる職場の確立について
①　現業・公企・公共交通労働者の再任用制度はフルタイム勤務を基本として適正に運用し、賃金・労働条件を改善すること。

②　現業・公企・公共交通職場は加齢にともなう身体機能の低下が業務遂行に支障を来す恐れがある職種が多く存在するため、労働安全衛生法第62条を踏まえ、これまでの知識・経験を生かしつつ高齢の職員が働き続けられる職場環境を整備すること。


〔解　説〕

⑴　再任用職員の賃金改善

現在の再任用制度において、現業職場では多くの職員が在職時と同様の業務を行っているにもかかわらず、賃金だけが下がるといった状況が生じています。
また、再任用制度において「現業職場での再任用は認めない」あるいは「現業職場は短時間での再任用を基本とし、フルタイムでの再任用は認めない」とする自治体がいまだにあります。こうした状況に対し、総務省は「地方公務員の再任用制度については、2013年３月の総務副大臣通知において「定年退職者が再任用を希望する場合、任命権者は、公的年金の支給開始まで、常時勤務を要する職（フルタイム職）に当該職員を再任用することを基本とすること、意欲と能力のある人材を再任用によって幅広い職域で最大限活用できるよう努めることなど、その実情に応じて必要な措置を講ずることを地方公共団体に要請したところ。さらに、各種会議の場や専門家による講演等を通じ、各団体における再任用制度の適切な活用の取り組みを推進してきたこところであり、引き続き、必要な対応を行ってまいりたい」と回答しており、希望するすべての職員の再任用職員への移行はもとより、本人希望による短時間・フルタイムの選択ができる制度の導入など制度の運用改善を求めていく必要があります。
⑵　高齢の職員が働き続けられる職場環境の整備
現在、現業・公企・公共交通職場では加齢にともなう身体機能の低下を理由に再任用制度の辞退や中途離脱するケースが見受けられます。加齢にともなう身体機能の低下が職務遂行に支障を来すおそれがある職種が多く存在することを踏まえ、個人の体力等にあった柔軟な働き方を可能とするなど自治体現場の実態に即した制度設計が求められています。退職不補充により職員の高年齢化が進んでいる職場も多いことから、労働安全衛生法第62条も踏まえ、再任用職員等、高齢の職員がこれまで培った知識・経験を活かしつつ、安心して働き続けられる職場環境を整備することが重要です。
	労働安全衛生法

第六十二条　事業者は、中高年齢者その他労働災害の防止上その就業に当たつて特に配慮を必要とする者については、これらの者の心身の条件に応じて適正な配置を行なうように努めなければならない。


〔要　求〕
	10－⑷　高齢職員の待遇改善と働き続けられる職場の確立について
③　現業職員の定年引き上げ後の賃金については、現行の再任用職員の賃金を下回らないようにすること。


〔解　説〕

⑴　定年引き上げへの対応
『10―⑶　賃金・労働条件の改善について②』の解説にあるとおり、中途採用職員で到達級が低位級にとどまっている場合、60歳以上の賃金水準を現行の７割とすると、現行の再任用職員の賃金を下回る場合があります。特に40～50代で中途採用されている現業職員がいる自治体単組については、現状の把握を行うとともに、今、春闘段階での確認を行う必要があります。
また、国の現業職員は現行では定年が63歳となっており、定年引上げにともない2029年４月から非現業と合わせる形で施行となり64歳以降に賃金が現行水準の７割となります。自治体においても現業職員が現行で63歳定年となっている場合、制度開始の2023年時点で非現業と同様に60歳以上の賃金水準を現行の７割とする条例改定がされてしまうと賃金の大幅改悪につながります。現業職員が63歳定年となっている自治体単組においては国準拠のとなるよう、労使で確認する必要があります。
〔要　求〕
	10－⑸　会計年度の賃金・労働条件の改善について
①　恒常的業務には会計年度任用職員などの非正規職員を配置せず、正規職員を配置すること。直ちに正規職員化に至らない場合は、身分の保障（雇用の安定）、および改正地方公務員法ならびに改正地方自治法の主旨を踏まえ、「同一労働・同一賃金」の観点から正規職員に準じた賃金・労働条件を適用すること。

②　パートタイムの会計年度任用職員についても同様に正規職員に準じた賃金・労働条件を適用すること。


〔解　説〕

⑴　改正地方公務員法ならびに改正地方自治法の主旨を踏まえた取り組み
地方自治体の大きな役割は、「住民の福祉の増進をはかること」です。この役割を達成するために地方自治体は公務員を雇い公共サービスを提供します。しかし、現在、働き続けても、独立して生活できない賃金や報酬しか支払われず、常に雇止めの危機に晒されている不安定雇用の非正規公務員が急増しています。全国の地方自治体に働く臨時・非常勤等職員の数は、推定64万人といわれており、自治体職場で働く労働者の３人に１人は非正規労働者です。
このような状況の中、現在の非正規労働者は責任面でも正規職員と変わらない業務をおこなっている事例が全国的に多く、「同一労働・同一賃金」の観点からも非常に問題があります。さらに、自治体当局側は、雇用が不安定で低賃金という、「使い勝手のよい」職員として、ますます正規職員を非正規職員に置き換えていくことになり、こうした状況を放置しておくことは正規職員の賃金・労働条件をより一層、低位な方向へ向かわせることにつながる恐れがあります。だからこそ、正規職員との均衡・権衡に基づくあらゆる処遇の改善に取り組まなければなりません。
	

	【参考１】 総務省が示した改正地方公務員法、改正地方自治法の主旨
新たに制度化された会計年度任用職員には、改正法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員法」という。）上、一般職に適用される各規定が適用されることから、各地方公共団体においては、これまでの臨時・非常勤職員制度の運用を抜本的に見直す必要があります。
具体的には、服務に関する規定（服務の宣誓、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、営利企業への従事等の制限（パートタイム勤務の者を除く。）等）が適用され、かつ、懲戒処分等の対象となることを踏まえ、公務運営の適正確保の観点から適切な運用が求められます。また、募集・採用に当たっては、新地方公務員法第13条の平等取扱いの原則を踏まえ、年齢や性別にかかわりなく均等な機会を与える必要があります。給付に関しては、新地方公務員法第24条に規定する職務給の原則、均衡の原則等に基づき、適切に支給することが求められます。
この他、勤務時間及び休暇、健康診断、研修、社会保険及び労働保険、人事評価等についても適切に取り扱う必要があります。従来は、制度が不明確であり、各地方公共団体によって任用・勤務条件等に関する取扱いが区々でありましたが、今般の改正によって統一的な取扱いを定め、今後の制度的な基盤を構築することにより、各地方公共団体における臨時・非常勤職員制度の適切な運用を確保しようとするものです。

	


⑵　地方公営企業法第38条第２項を踏まえた取り組み

技能労務職員の賃金については会計年度任用職員であっても労使交渉で決定することとなっています。また、技能労務職員の賃金決定原則は、地方公営企業法第38条で示されています。。この法律は会計年度任用職員も含めた現業・公企職場で働く労働者に適用される法律である。しかしながら、現業職場では正規職員と同じ仕事、同じ責任を負いながら処遇については正規職員と大きな格差がある自治体が多く見受けられる。こうした現状を踏まえ、改めて職務に必要とされる技能、職務遂行の困難度等職務の内容と責任が正規と変わらないのであれば、正規職員との均衡を考慮した賃金とすべきであること、また、短時間会計任用職員であるならば、正規職員の賃金を時間換算で割った賃金を要求すべきである。

	

	【参考２】 地方公営企業法第38条第２項
企業職員の給与は、その職務に必要とされる技能、職務遂行の困難度等職務の内容と責任に応ずるものであり、かつ、職員の発揮した能率が充分に考慮されるものでなければならない

	


⑶　地方公営企業法第38条第３項を踏まえた取り組み

国ならびに当局はこの法律の「国及び地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与、当該地方公営企業の経営の状況その他の事情を考慮して定めなければならない」といった都合のいい部分だけを持ち出し賃金抑制を進めています。肝心なことは「生計費を基本とすること」です。こうしたことを踏まえれば、現業・公企職場で働く会計年度任用職員についても、生計費、すなわち生活を維持するために必要な費用を基本に賃金を決定するべきであり、現在の会計年度任用職員の賃金は、生計費になり得ていないことを明確にする必要があります。
	

	【参考３】 地方公営企業法第38条第３項
企業職員の給与は、生計費、同一又は類似の職種の国及び地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与、当該地方公営企業の経営の状況その他の事情を考慮して定めなければならない。

	


〔要　求〕
	10－⑸　会計年度の賃金・労働条件の改善について
③　フルタイムに近い勤務時間の会計年度任用職員については、会計年度任用職員制度の主旨を踏まえ、フルタイム任用とすること。


〔解　説〕

⑴　会計年度任用職員のフルタイム任用
2020年４月の会計年度任用職員制度の開始に合わせて、現業・非現業問わずそれまで７時間45分のフルタイム勤務から勤務時間を15分程度短縮し短時間勤務とした自治体が多数あります。これは、フルタイム勤務での雇用とすると自治体は退職時に退職金を支給する必要があり、財政面の理由からそれを回避するためです。
しかし、このような任用方法は会計年度任用職員制度の趣旨にはそぐわず不適切な運用です。特に現業職場は学校給食調理や家庭ごみ収集など１日に行う仕事量がはっきりしている業務が多く、自治労本部現業評議会と総務省の交渉においても、総務省は、そのような職場において業務整理や人員増を行わずに単に勤務時間を短縮することは制度上不適切な運用であり、そのような自治体については適切に指導を行うと回答しています。
制度の主旨を踏まえ、適切な制度運用によるフルタイム化を求めていく必要があります。

	

	【参考】現業評議会が行った総務省に対する要請行動の内容（2021年４月16日）
【自治労】
　会計年度任用職員制度が始まり、おそらく退職金を出さないためにフルタイムから７時間45分から15分、30分カットされ、パートタイムとされた事例が多数ある。自治労と総務省との交渉でも、不適切な運用とされている。同じ業務をしていて、時間のみカットするというのは、不適切だという考え方でよろしいか。特に現業職種は、１日の仕事がはっきりしている。私はごみ収集だが、ごみ収集は一日の収集量が決まっており明日にまわすことはできない。学校給食でも１日に作る量は決まっている。会計年度任用制度移行に際して時間をカットされたという事例が多数ある。仮に同じ業務を行っていて、何の整理もしないでカットしたのであれば、不適切な運用でよろしいか。

【総務省】

明確な理由がない場合は、そうした運用はしないように総務省からも助言をしている。通知に従わないような運用であれば、こちらからも適切に対応するように求めていきたい。ヒアリングの場などを通じて、助言をさせていただこうと考える。

	


〔要　求〕
	10－⑹　資格取得に係る公費負担について
　職務上必要な資格の取得費用については、公費負担とすること。　


〔解　説〕
現業・公企・公共交通職場では、衛生管理者や電気主任技術者など職務上必要な資格が多数あります。この資格は、職務遂行上保持していなければならない免許や資格ですが、採用試験時に資格の保持を受験資格としていない自治体も多くあります。新たに法令の改正があり必要となることもありますが、近年、資格は個人に残る財産であるとの論調で自費による資格取得を求める事例が多数発生しています。民間企業では、資格に対する昇給昇格や資格手当の支給により、個人のスキルアップを推奨していますが、公務職場においては、資格の行使による責任は追わされるものの昇給昇格は限定的になっています。
職務において責任を負うこととなる資格は、個人にメリットもないまま自費をもって取得する必要はないことから、公費において取得させることを労使確認する必要があります。あわせて、個人の取得済み資格を活用する場合も含めて昇給昇格や資格手当を求めることも必要です。
〔要　求〕
	10－⑺　現業・公企・公共交通職場の労働安全衛生について
①　「労働安全衛生法」において設置が定められている「安全衛生委員会」を事業所単位に設定し、規則23条に基づき毎月１回以上の「安全衛生委員会」の開催を行うこと。

②　労働災害、職業病の発生を防止する対策を確立し、自治体職場から「労働安全衛生法」違反状態を一掃すること。とりわけ、各種労働安全衛生管理要綱の最低基準を遵守し、職場の安全を確保すること。

③　職場での安全確保のため、労使による定期的な職場点検（巡視）を行うこと。

④　50人未満の職場でも「労働安全衛生法」の趣旨に沿い、安全衛生推進委員を選任し、対策をとること。


〔解　説〕

⑴　全国の現業職場では、清掃職場におけるピットへの転落事故や収集車への巻き込まれ事故、給食職場における手・指の切創や転倒事故、学校用務職場における高所からの転落事故、刈払機などによる裂傷事故など多くの災害が報告されています。このような状況において、2020年８月に清掃職場での死亡災害が発生しました。
現業職場において、労働災害をいかに防止し重大災害を撲滅していくかは、自治体現業職員のみならず臨時・非常勤等職員・委託労働者など公共サービスに携わるすべての労働者が結集し、取り組まなければならない課題であり、早急に解決していかなければならない重要な問題です。

⑵　労働安全衛生法において「事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない」とされています。しかし、現業・公企職場において未だ重大災害が発生していることはもとより、空調設備の設置をはじめとした熱中症対策など対策が不十分な自治体が多く見受けられます。このようなことから、改めて法律に定められている安全衛生委員会の開催など、事業主責任の徹底を強く求める必要があります。　※　解説11－⑴　も参照
〔要　求〕
	10－⑻　事前協議について
　現業職場の民間委託や経営形態の変更、ならびに公営企業職場における「広域化」「官民連携」などの計画については、職員の賃金・労働条件の変更をともなう重要事項であることを踏まえ、計画立案段階からの事前協議・交渉を行うよう協約を締結すること。


〔解　説〕

⑴　事前協議の協約の締結

地方公営企業労働関係法第７条において、現業・公企・公共交通職員（会計年度任用職員を含む）については、賃金その他の給与、労働時間、休憩、休日および休暇に関する事項をはじめ、労働条件に関するすべての事項が団体交渉の対象とされています。こうしたことを踏まえ、経営形態の変更ならびに公営企業職場における「広域化」「官民連携」などの計画については、計画策定当初段階あるいは計画変更が可能な時期での事前協議を強く求める必要があります。

	

	【参考１】 地方公営企業の労働関係に関する法律 第７条
第十三条第二項に規定するもののほか、職員に関する次に掲げる事項は、団体交渉の対象とし、これに関し労働協約を締結することができる。ただし、地方公営企業等の管理及び運営に関する事項は、団体交渉の対象とすることができない。

一　賃金その他の給与、労働時間、休憩、休日及び休暇に関する事項

二　昇職、降職、転職、免職、休職、先任権及び懲戒の基準に関する事項

三　労働に関する安全、衛生及び災害補償に関する事項

四　前三号に掲げるもののほか、労働条件に関する事項

	


	

	【参考２】 モデル協約
事前協議に関する協定書

○○市長（以下「甲」という）及び○○市教育委員会委員長（以下「乙」という）と○○市職現業評議会（以下「丙」という）は、事前協議に関し次のとおり協定する。

（事前協議の原則）

第１条　事前協議の原則は、甲及び乙、丙が誠意と責任をもって遵守する。

第２条　甲及び乙、丙は、協議時間を十分に確保し、誠実な協議を行うことにより、事前協議事項の合意形成に最大限努め、労使は協力して事業を実施するものとする。

（事前協議の範囲）

第３条　事前協議の範囲については次のとおりにする。

(1) 賃金その他の給与、労働時間、休憩、休日及び休暇に関する事項。

(2) 昇任、降任、転任、免職、休職及び懲戒の基準に関する事項。

(3) 労働に関する安全、衛生及び災害補償に関する事項。

(4) 上記各号に掲げるものの他、労働条件に関するすべての事項。

２　管理運営事項であっても、労働条件に関わる事項等については、すべて事前協議をするものとする。

（事前協議の開始時期及び手続き）

第４条　事前協議の開始時期は、甲及び乙が前条各項各号について企画、立案した段階とし、甲及び乙が丙に対して申し入れるものとする。

２　前項の申し入れに対して、丙は可及的速やかに協議に応じなければならない。

３　１項の申し入れに係る事前協議は、団体交渉として行うものとする。

（事前協議の成立）

第５条　事前協議により、協議が成立したときは、協定書を締結する。

（有効期間）

第６条　この協定書の有効期間は、締結の日から３年とする。ただし、有効期間の満了までに甲及び乙、丙のいずれからも別段の意思表示がない場合は、引き続き３年間効力を有するものとする。以後も同様とする。

（変更・改定の申し入れ）

第７条　甲及び乙、丙のいずれかが協定書を変更、改定しようとするときは、協定書の有効期間満了日の１ヵ月前までに具体案を示した書面をもって、相手方に申し入れるものとする。

２　変更（改定）後の協定書が締結されるまでの間は、現行の協定書が効力を有する。
（その他）

第８条　この協定に疑義が生じた場合は、甲及び乙、丙の協議の上決定するものとする。

この協定の証として、本書３通を作成し、甲及び乙、丙押印のうえ、それぞれ１通を保有するものとする。

2021年〇月〇日

（甲）○○市長 ○○ ○○ 印

（乙）○○市教育委員会 教育長 ○○ ○○ 印

（丙）○○市職現業評議会議長 ○○ ○○ 印

	


	

	【参考３】 モデル協約（基本労働協約に事前協議制を含む）
労 働 基 本 協 約

○○市上下水道事業管理者（以下「甲」という。）と○○市水道労働組合委員長（以下「乙」という。）は、労働組合法（昭和24年法律第174号）に基づき、労働条件その他に関する事項について、労働協約（以下「協約」という。）を次のとおり締結する。
第１章　総　　則

（労働関係の原則及び協約の目的）

第１条　協約は、甲及び乙が地公労法（以下「法」という。）の精神にのっとり、双方対等の立場で、公正な理解と信義の原則により、基本的権利を相互に尊重し、正常な労使関係を確保することを目的とする。

（労働協約の種類）

第２条　労働協約は、次に掲げる協約・協定・覚書及び確認書の４種類とする。

(1) 協約とは、基本となる事項を定めるものをいう。

(2) 協定とは、特定の事項を定めるものをいう。

(3) 覚書とは、付帯する事項を定めるものをいう。

(4) 確認書とは、協約・協定又は覚書の本文に対し、双方の意思を明らかにさせるものをいう。

（適用の範囲）

第３条　協約は、甲及び局企業職員（以下「職員」という。）に適用する。

（協約履行の義務）

第４条　協約へ規定された事項は、甲乙双方が誠意を持って履行しなければならない。甲は、協約の精神を踏まえ協約が条例や規則又は規程に抵触する場合は、速やかにその条例や規則又は規程の改廃の措置を行うことを責務とする。

（組合員の範囲）

第５条　組合員の範囲は、別に労働協約で定めるものとする。

（組合員の承認）

第６条　甲は、前条に定める組合員で組織された労働組合を交渉相手とする。

（組合員の権利）

第７条　甲は、組合員であることを以って不利益な取扱いをしない。また、組合員の宗教・政党加入・政治活動の自由を認め、その権利を侵してはならない。
（調停等の申請）

第８条　甲と乙の間に紛争が生じ、団体交渉により解決できない場合は、甲と乙の双方又はいずれか一方から労働委員会へあっせん・調停・仲裁を申請することができる。

（事前協議）

第９条　事前協議は、甲乙の双方が誠意と責任を持って遵守する。

２　事前協議の申入れの時期は、事業計画の変更が可能な企画段階とする。
第２章　組合活動

（就業時間中の組合活動）

第10条　労働組合活動は、就業時間外に行うものとする。ただし、労使で別途確認した活動の範囲の規定に該当する場合は、この限りではない。

２　前項の組合活動は、甲は賃金を差し引かない。

３　第１項ただし書の規定により組合活動を行う者は、あらかじめ所属長に申し出て、職務に専念する義務を免除する旨の承認を受けた者とする。

（組合活動の範囲）

第11条　前条に規定する組合活動とは、次に掲げるものとする。

(1) 団体交渉事項にかかわる組合用務

(2) 苦情処理共同調整会議に出席する場合

(3) 労働安全衛生委員会に出席する場合

(4) 執行委員会等で交渉と一体をなす会議に出席する場合

(5) その他甲と乙の双方協議によって決定された会議及び諸活動

（組合無給休暇）

第12条　労働組合活動が第10条～第11条に該当しない就業時間内の労働組合活動は、組合無給休暇を組合員から請求することにより、取得を可能とする。また、組合無給休暇は、１分単位とし、１月単位で、30分以上を切り上げ、29分以下を切り捨てとして、賃金のうち本給を減給する。ただし、一時金の勤勉率等へは、影響させないこととする。

（組合専従者）

第13条　乙が必要とするときは、労働組合へ専従者を置くことができる。専従者の取扱いは、甲乙協議の上で別に労働協約で定める。

（施設の利用）

第14条　甲は、乙の申出があった場合、局の庁舎内へ組合書記局を置くことを認める。

２　また、同様に申出のあった場合、局の庁舎の施設（会議室など）の使用を認める。

（専用掲示板の設置）

第15条　甲は、乙の報道告知及び教育宣伝のため、局の庁舎又は施設の一部に組合の掲示板の設置を認める。ただし、設置場所・大きさ・枚数等は、甲乙の協議の上で別に労働協約で定める。

（組合費の控除）

第16条　甲は、別に労働協約で定めることにより、乙が指定する組合費・臨時組合費その他の会費を全組合員の賃金から控除し、組合員の代わりに乙へ支払うこととする。

２　控除額は、控除日の20日前までに乙が甲へ書面で申請する。また、甲は乙へ控除日に支払いをする。

第３章　団体交渉

（団体交渉）

第17条　甲は、法第７条の規定により職員の労働条件等に関して、その社会的、経済的及び文化的地位の向上に努めるものとする。

（団体交渉の当事者）

第18条　甲は、乙が団体交渉の相手方であることを認め、双方の交渉委員を以って団体交渉の当事者とする。

２　甲及び乙の交渉委員は、団体交渉を行い円満な解決（自主決着）を図るため、双方誠意を尽くして話し合うものとする。

（団体交渉の範囲）

第19条　団体交渉の範囲は次のとおりとする。

(1) 賃金その他の給与・労働時間・休憩・休日及び休暇などに関する事項

(2) 昇職・降職・転職・免職・休職・先任権及び懲戒の基準に関する事項

(3) 労働に関する安全・衛生及び災害補償に関する事項

(4) 職員の健康・福利厚生に関する事項

(5) 苦情処理共同調整会議に関する事項

(6) 前各号に掲げるもののほか労働条件に関する事項

(7) その他、甲と乙が必要と認める事項

２　前項の内容は、すべて事前協議対象事項として取り扱う。

（団体交渉の手続）

第20条　甲乙ともに団体交渉の申入れは、次の各号により書面をもって少なくとも３日以前に相手方へ通知するものとする。ただし、その他やむを得ない場合はこの限りでない。
(1) 団体交渉の日時及び場所

(2) 交渉代表者名

(3) 団体交渉事項

(4) その他必要な事項

２　前項の申入れは、原則として甲は総務課長から書記長に、乙は書記長から総務課長を通じて行うものとする。

（交渉委員以外の出席）

第21条　甲は、乙の上部団体及び友誼団体の役員が交渉委員として出席することを認める。ただし、事前に乙は、甲に対して通知する。

２　団体交渉事項で必要を認めるときは双方協議の上、委員以外の説明委員及び参考人を出席させることができる。

（団体交渉応諾の義務）

第22条　甲または、乙のどちらか一方から第19条に関わる団体交渉の要請がされた場合は、その相手方は速やかに団体交渉に応じなければならない。ただし、特別な事由がある場合は、その理由を明示して、日時や場所などを最小限の範囲で変更（延期等）することができる。

（調　査）

第23条　団体交渉事項で調査を必要とする場合は、双方協議の上で、調査を行った上で、団体交渉を実施する。

（記　録）

第24条　団体交渉は、双方各１名の記録係を置くことができる。

（妥結事項）

第25条　団体交渉で妥結した事項は、書面を作成し双方の交渉委員代表者が記名押印の上各１通を取り交わすものとする。

第４章　雑　　則

（労働協約の効力の発生）

第26条　労働協約は、労組法第14条の定めにしたがい締結し、協約の成立日から有効とする。ただし、団体交渉の当日以外が有効とする場合は双方合意の上で行う。

（検討委員会の設置）

第27条　協約の趣旨にしたがい、特定の事項に関して双方合意の上で、検討委員会を設置して甲と乙との協議の場とすることができる。

（協約の有効期間）

第28条　この協約の有効期間は、○○年○○月○○日から○○年○○月○○日までとする。ただし有効期間中でも、労使が合意の上で改定することができる。

また、この協約の期間満了日の90日間前までに、労使双方ともに改廃の申入れをせず期間が満了したときは、この協約はさらに１年間の期間に限って更新されたものとみなし、２年目以後はこれを繰り返すこととする。ただし、この場合は、労使双方が更新期日を満了日の翌日都市、記名押印したものとする。

（改廃の手続）

第29条　この協約の期間満了に際して、当事者のいずれか一方がこの協約を改廃しようとするときは、期間満了日の90日前までに書面を添えて申し入れることとする。

当事者のいずれか一方がこの協約の改訂を希望し、この協約の期間満了時までに、団体交渉で、新たな労働協定が成立しない場合は、交渉期間中（または、○ヶ月に限って）この協約が引き続き効力を有するものとする。

（その他）

第30条　この協約に疑義が生じた場合は、甲乙協議の上で決定するものとする。
この協約の締結の証として本書２通を作成し、甲及び乙が各１通保有するものとする。

○○○○年○○月○○日 甲 ○○市上下水道局

○○事業管理者 ○○ ○○ ㊞
乙 ○○市上下水道労働組合

執行委員長 ○○ ○○ ㊞

	


〔要　求〕
	10－⑼　労働組合法第６条に基づき、労使合意された事項については協約を締結すること。


〔解　説〕

⑴　労使合意事項の協約化

労働組合法第６条に示してあるとおり、労働協約を締結する権限、その他の事項に対して交渉する権限は労働組合の代表者あるいは、労働組合から委任を受けたものにあることを自治体当局に認識させ、労使合意に至った事項はすべて協約化に取り組むことが重要です。

	

	【参考１】 労働組合法 第６条
労働組合の代表者又は労働組合の委任を受けた者は、労働組合又は組合員のために使用者又はその団体と労働協約の締結その他の事項に関して交渉する権限を有する。

	


⑵　協約の点検

労働組合法において労働協約については、３年を超える有効期間を定めることはできません。さらには、有効期間の定めのない協約は、90日以前に当事者の一方が署名または記名捺印した文書で相手方に通告して解約することが出来ると定められています。（自動延長協約も有効期限の定めのない協約とみなされる）したがって、団体交渉権・労働協約締結権を活用し、さらなる運動展開をはかっていくためにも、現業・公企統一闘争時期に労働協約をはじめとするあらゆる協約の点検も行う必要があります。

	

	【参考２】 労働組合法第15条
　労働協約には、三年をこえる有効期間の定をすることができない。

二　三年をこえる有効期間の定をした労働協約は、三年の有効期間の定をした労働協約とみなす。

三　有効期間の定がない労働協約は、当事者の一方が、署名し、又は記名押印した文書によって相手方に予告して、解約することができる。一定の期間を定める労働協約であって、その期間の経過後も期限を定めず効力を存続する旨の定があるものについて、その期間の経過後も、同様とする。

四　前項の予告は、解約しようとする日の少なくとも九十日前にしなければならない。
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